
 

工 事 請 負 契 約 書 

 

 発注者                      （以下「甲」という。）と浄化槽工事

業者              

（以下「乙」という。）との間に、郡山市浄化槽設置整備事業補助金交付要綱（平成５年４月１

日施行。以下「要綱」という。）に基づく補助金の交付を受けて甲が行う浄化槽の設置工事（以

下「工事」という。）について、次のとおり契約を締結する。  

 （信義誠実の義務） 

第１条 甲及び乙は、信義に従い、この契約を誠実に履行するものとする。  

 （契約の要領） 

第２条 この契約は、次に掲げる工事に適用される。 

(1) 工事の場所 郡山市 

(2) 工事の期間     年  月  日から    年  月  日まで 

(3) 設置する浄化槽 浄化槽法（昭和 58 年法律第 43 号。以下「法」という。）第２条第１号

に規定する浄化槽であって、法第４条第２項の規定による構造基準に適合し、かつ、生物化

学的酸素要求量（以下「ＢＯＤ」という。）除去率 90％以上、放流水のＢＯＤ20 ㎎／ℓ（日

間平均値）以下の機能を有するとともに、浄化槽設置整備事業における国庫補助指針に適合

するもの。 

(4) 請負金額             円 

 （浄化槽の引渡し及び代金の支払）  

第３条 乙は、この契約と添付の図面及び仕様書に基づき、前条第２号の期間内に工事を完成し

て浄化槽を甲に引渡すものとし、甲は、引渡しと引き換えに前条第４号の請負金額を支払うも

のとする。 

（工事の監督） 

第４条 乙は、工事を法第 29 条第３項の規定に基づき、浄化槽設備士に実地に監督させ、又は

自ら浄化槽設備士の資格を有して、工事を実地に監督しなければならない。  

（権利義務の譲渡等の禁止） 

第５条 甲及び乙は、この契約により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は継承させては

ならない。ただし、相手方の承諾を得た場合は、この限りでない。  

 （再委託の禁止） 

第６条 乙は、工事の全部又は大部分を一括して第三者に委託し、又は請け負わせてはならない。

ただし、あらかじめ甲の書面による承諾を得た場合は、この限りではない。  

 （工事の基準） 

第７条 乙は、法第４条第３項の規定による浄化槽工事の技術上の基準に従って工事を行わなけ

ればならない。 



 （工事内容の変更等） 

第８条 甲は、止むを得ない場合は工事内容を変更し、又は工事着手を延期し、若しくは工事の

一時中止を求めることができる。この場合において、請負金額又は工期の変更をする必要があ

る場合は、甲乙協議して定めるものとする。  

２ 前項の規定による変更、延期又は中止が生じた場合の損害は、甲の負担とする。ただし、そ

の損害のうち乙の責めに記すべき理由により生じたものは、乙の負担とする。  

 （工期の延長等） 

第９条 乙は、乙の責めに帰することができない理由により工期内に工事を完成することができ

ない場合は、甲に対して、速やかにその理由を明示して工期の延長を求めることができる。こ

の場合において、その延長日数は甲乙協議して定めるものとする。  

 （損害賠償） 

第 10 条 工事の完成引渡しまでに工事目的物その他工事の施工に関して生じた損害は、乙の負

担とする。ただしその損害のうち甲の責めに帰すべき理由により生じたものは、甲の負担とす

る。 

２ 乙は、工事の実施にあたり、甲または第三者に損害を及ぼしたときは、その損害について賠

償の責めを負うものとする。ただし、甲の責めに帰すべき理由による場合は、甲がその責めを

負うものとする。 

 （書類等の提出） 

第 11 条 乙は、要綱に基づき、所定の期間内に所定の書類及び写真を甲に提出しなければなら

ない。 

 （かし担保） 

第 12 条 甲は、工事がこの契約の規定又は第７条に定める基準に適合しないと認めるときは、

乙に対し相当の期限を定めて、そのかしの補修を請求することができる。  

２ 甲は、法第７条の規定による水質に関する検査の結果、浄化槽の工事について改善の指摘を

受けた場合は、乙に対し相当の期限を定めて、そのかしの補修又は補修に代わる損害賠償を請

求できるものとする。 

３ 前項に定める請求は、浄化槽の工事について改善の指摘が甲の責めに帰すべき理由に基づく

場合は、行うことができない。 

４ 第２項の規定による請求権の行使は、浄化槽の引渡後５年以内に行なわなければならない。 

 （契約の解除） 

第 13 条 甲又は乙は、次の各項のいずれかに該当すると認められるときは、催告その他何らか

の手続を要せずにこの契約を解除することができる。  

 (1) 浄化槽の設置等の届出その他必要な手続きが受理されない、又は認められないとき。  

 (2) 工事用地について、工事の施工が著しく困難と判断されるかしが発見されたとき。  

２ 前項の規定によりこの契約が解除された場合は、乙は、契約履行のために乙において要した

費用及び乙において甲のために既に支出した立替金を甲に請求できるものとする。  



第 14 条 甲は、乙が工事を完成するまでの間は、乙の損害を賠償してこの契約を解除すること

ができる。 

２ 甲は、乙の契約違反によりこの契約の目的を達することができなくなったと認めるときは、

催告その他何らかの手段を要せずにこの契約を解除することができるものとする。この場合に

おいて、甲は、甲の受けた損害の賠償を乙に請求することができる。  

第 15 条 乙は、次の各号のいずれかに該当すると認められるときは、催告その他何らかの手段

を要せずにこの契約を解除することができる。この場合において乙の受けた損害の賠償を甲に

請求できるものとする。 

(1) 第８条の規定に基づき工事が一時中止され、又は甲の責めに帰すべき理由により着手期日

が延期された場合において、工事の一時中止又は着手期日の延期の状態が 10 日以上続いた

とき。 

(2) 甲が請負金額を所定の期日までに支払わなかったとき、又は請負金額の支払能力を欠くこ

とが明らかになったとき。 

 (3) 甲がこの契約に違反し、この契約を履行できなくなったと認められるとき。  

 （定めのない事項等の処理） 

第 16 条 この契約に定めのない事項又は疑義を生じた事項については、法令の定めによるもの

のほか、甲乙協議のうえ処理するものとする。 

 

この契約の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙両者記名押印のうえ各自１通を保有す

るものとする。 

 

  年  月  日 

 

住 所                        

発注者                           

氏 名                   ㊞    

 

 

住 所                        

請負者                           

氏 名                   ㊞    

 

浄化槽工事業者登録番号：               

又は届出番号：               

 


